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市民のみなさま、こんにちは。市長の千葉　健司です。

これまで栗原市は、『市民が創る　くらしたい栗原』

の実現に向けて歩んでまいりました。合併からの１２年

間が栗原市の基礎づくりであり、これからの１０年間は

第２次総合計画により、市民の知恵と力を結集して更に

躍進する期間であります。

均衡ある栗原市へ躍進するため、若者定住を目標とした３本柱として、

○地域を生かした産業の強化　“「まちの元気」”

○医療・福祉・子育ての支援の充実　“「市民の安心」”

○教 育 ・ 伝 統 文 化 の 向 上　“「子供の未来・大人の安らぎ」”

をキーワードに雇用・医療・教育を中心に進めてまいります

その第一歩として、出生から１８歳までの医療費の自己負担の無料化など、

これまでの子育て支援策を継続し、新たに出生から満１歳までの育児用品購

入への助成や、第３子以降の小学校入学時に購入する学用品等への一部助

成を実施することといたしました。

さらに、「栗原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げた、若者定住

促進助成事業を拡充し、３世代以上の多世代同居への助成や、栗原市外へ

の通勤に要する経費の一部助成を行う遠距離通勤支援など、様々な施策に

取り組んでまいります。

予算の仕組みや事業内容は、この「栗原市のお金の出所と使い道」をご覧い

ただき、「これからの栗原の１０年への挑戦」に、ご理解とご協力をお願い申し

上げます。

平成２９年６月

は じ め に

栗原市長
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１．予算作成にあたって 
平成２９年度の予算は、任期満了に伴う市長選挙が行われることから、当初予算

は政策的予算を除いた予算編成となっておりました。そのため、６月補正予算にお

いて、本市の目指す「市民が創る くらしたい栗原」の実現に向け、１０年間（平

成２９年度から平成３８年度）に渡る新たなまちづくりの指針となる「第２次総合

計画」の初年度にふさわしい事業を盛り込みました。 
主な事業では、栗原で今以上に安心して子育てができるよう、第３子以降の小学

校入学時に購入する学用品等の一部助成、乳幼児の育児用品購入助成などを進め、

また、交流人口の増加及び定住促進を加速化させるため、遠距離通勤支援事業や多

世代同居促進事業など若者への支援事業を拡充させるとともに、栗駒山麓ジオパー

クビジターセンター整備事業、築館多目的競技場整備事業、くりこま高原駅待合室

等リニューアル事業などを実施してまいります。

２．予算の概要
予算をつくる上では、栗原市総合計画の５つの分野からなる将来像と放射能対策

プロジェクトをまちづくりの柱と位置づけ、これに栗原市まち・ひと・しごと創生

総合戦略及び特別会計・事業会計予算を加え組み立てました。

以下、分野ごとに予算と具体的な事業内容についてご説明します。

平成２９年度予算
(６月補正後)

平成２８年度予算
当初予算

比　較 伸率（％）
全体の予算額
に占める割合

（％）

４６３億３，２７９万円 ４６３億４，０００万円 △７２１万円 0.0 54.6

２４６億５，７１２万円 ２６２億９，９００万円 △１６億４，１８８万円 △ 6.2 29.1

国民健康保険特別会計 （ 事 業勘 定 ） ９７億６，４６９万円 ９８億１，４００万円 △４，９３１万円 △ 0.5 11.5

介 護 保 険 特 別 会 計 ９６億１，０１０万円 ９４億５，９００万円 １億５，１１０万円 1.6 11.3

後期高齢者医療特別会計 ９億５，１００万円 ９億４，８００万円 ３００万円 0.3 1.1

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ３１億１，７８３万円 ２９億９，５００万円 １億２，２８３万円 4.1 3.7

農 業 集 落 排水 事業 特別 会計 ２億４，６８０万円 ２億５，１００万円 △４２０万円 △ 1.7 0.3

合併処理浄化槽事業特別会計 ３億５，１７０万円 ４億２，９００万円 △７，７３０万円 △ 18.0 0.4

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 ０円 １５億２，４００万円 △１５億２，４００万円 △ 100.0 0.0

診 療 所 特 別 会 計 ５億６，９００万円 ４億３，０００万円 １億３，９００万円 32.3 0.7

工業団地整備事業特別会計 ４，６００万円 ４億４，９００万円 △４億　　３００万円 △ 89.8 0.1

水 道 事 業 会 計 ３７億４，４８１万円 ２３億２，３００万円 １４億２，１８１万円 61.2 4.4

病 院 事 業 会 計 １０１億３，９００万円 ８８億５，５００万円 １２億８，４００万円 14.5 11.9

８４８億７，３７２万円 ８３８億１，７００万円 １０億５，６７２万円 1.3 100.0

※水道事業会計、病院事業会計は収益的支出および資本的支出の合計額を記載しています。

※平成２９年度から、特別会計の簡易水道事業を水道事業会計に統合しています。

※平成２９年度当初予算は骨格的予算であるため、６月補正予算後の予算額を計上しています。

特 別 会 計

平成２９年度栗原市各種会計　予算総括表

一 般 会 計

事業
会計

合　　　計

会　　計　　区　　分

－ 1－



◎一般会計歳入歳出の状況

　歳　　入

              

構成比 構成比 伸率

市 税 ６９億６,１００万円 15.0% ６７億４,３００万円 14.6% ２億１,８００万円 3.2%

地 方 譲 与 税 ４億６,０００万円 1.0% ４億２,２００万円 0.9% ３,８００万円 9.0%

利 子 割 交 付 金 ４００万円 0.0% ３００万円 0.0% １００万円 33.3%

配 当 割 交 付 金 １,５００万円 0.0% ２,０００万円 0.0% △５００万円 △25.0%

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １００万円 0.0% １００万円 0.0%

地 方 消 費 税 交 付 金 １０億２,０００万円 2.2% １３億 　　　　　円 2.8% △２億８,０００万円 △21.5%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １億１,０００万円 0.3% ９,５００万円 0.2% １,５００万円 15.8%

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ４０７万円 0.0% ２７９万円 0.0% １２８万円 45.9%

地 方 特 例 交 付 金 １,８００万円 0.0% １,５００万円 0.0% ３００万円 20.0%

地 方 交 付 税 １８８億７,１４７万円 40.7% １９５億９,５５０万円 42.3% △７億２,４０３万円 △3.7%

普 通 交 付 税 １７０億１,６００万円 36.7% １７９億４,１００万円 38.7% △９億２,５００万円 △5.2%

特 別 交 付 税 １３億　 　　　　円 2.8% １３億　 　　　　円 2.8%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 ５億５,５４７万円 1.2% ３億５,４５０万円 0.8% ２億　　 ９７万円 56.7%

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １,０００万円 0.0% １,０００万円 0.0%

分 担 金 及 び 負 担 金 ２億１,１３２万円 0.5% ２億１,０００万円 0.5% １３２万円 0.6%

使 用 料 及 び 手 数 料 ６億７,３４５万円 1.5% ６億５,００２万円 1.4% ２,３４３万円 3.6%

国 庫 支 出 金 ３３億４,４１７万円 7.2% ３７億９,２３６万円 8.2% △４億４,８１９万円 △11.8%

県 支 出 金 ２４億１,０２０万円 5.2% ２４億７,０１８万円 5.3% △５,９９８万円 △2.4%

財 産 収 入 ９,７５１万円 0.2% ９,３０７万円 0.2% ４４４万円 4.8%

繰 入 金 ４０億７,１５５万円 8.8% ４０億５,５９２万円 8.8% １,５６３万円 0.4%

諸 収 入 ２１億２,６７５万円 4.6% １１億 　１７６万円 2.4% １０億２,４９９万円 92.7%

市 債 ５９億２,３３０万円 12.8% ５７億５,９４０万円 12.4% １億６,３９０万円 2.8%

４６３億３,２７９万円 100.0% ４６３億４,０００万円 100.0% △７２１万円 0.0%

　歳　　出（性質別）

              

構成比 構成比 伸率

人 件 費 ７８億１,２８８万円 16.8% ７６億３,２３５万円 16.5% １億８,０５３万円 2.4%

物 件 費 ７２億　 １０３万円 15.5% ７３億４,２５１万円 15.8% △１億４,１４８万円 △1.9%

維 持 補 修 費 ７億１,６２０万円 1.5% ９億５,６４７万円 2.1% △２億４,０２７万円 △25.1%

扶 助 費 ５１億４,０７４万円 11.1% ５１億　 ４３０万円 11.0% ３,６４４万円 0.7%

補 助 費 等 ５６億８,４７１万円 12.3% ５７億３,７３９万円 12.4% △５,２６８万円 △0.9%

普 通 建 設 事 業 費 ７３億９,３８４万円 16.0% ７３億３,５６７万円 15.8% ５,８１７万円 0.8%

災 害 復 旧 事 業 費 ２,４００万円 0.1% ２,４００万円 0.1%

公 債 費 ５０億９,３０９万円 11.0% ５２億６,０７９万円 11.4% △１億６,７７０万円 △3.2%

積 立 金 ２０億７,２１８万円 4.5% １０億８,８７３万円 2.3% ９億８,３４５万円 90.3%

投 資 及 び 出 資 金 ７億４,１７４万円 1.6% ５億７,４９０万円 1.2% １億６,６８４万円 29.0%

貸 付 金 ４億４,３５０万円 1.0% ４億４,３５０万円 1.0%

繰 出 金 ３９億５,８８８万円 8.5% ４７億８,９３９万円 10.3% △８億３,０５１万円 △17.3%

予 備 費 ５,０００万円 0.1% ５,０００万円 0.1%

４６３億３,２７９万円 100.0% ４６３億４,０００万円 100.0% △７２１万円 0.0%

歳　　入　　合　　計

区　　　　　　分 平成２９年度予算(６月補正後) 平成２８年度当初予算 比　　　　　　較

歳　　出　　合　　計

区　　　　　　分 平成２９年度予算(６月補正後) 平成２８年度当初予算 比　　　　　　較
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◎一般会計歳入の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただくお金

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（預金利子や貸付金元利収入など）

使 用 料 及－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

び 手 数 料 

分 担 金 及－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など）

び 負 担 金 

財 産 収 入－市が所有する財産を貸し付けしたり、売り払いしたことにより生じる収入

自主財源（市が自分の力で得られるお金です） 

利子割交付金 400 万円

配当割交付金 1,500 万円

株式等譲渡所得割交付金 100 万円

地方消費税交付金 10 億 2,000 万円

自動車取得税交付金 1 億 1,000 万円

ゴルフ場利用税交付金 407 万円

地方特例交付金 1,800 万円
交通安全対策特別交付金 1,000 万円 

依存財源（国や県の基準に基づいて得られるお金です）

分担金及び負担金

2 億 1,132 万円

(0.5%)

使用料及び手数料

6 億 7,345 万円

(1.5%)

財産収入

9,751 万円

(0.2%)

地方譲与税

4 億 6,000 万円
(1.0%) 

※その他 11億 8,207万円(2.5%) 

※その他の内訳

市税 

69 億 6,100 万円

(15.0%)

諸収入

21 億 2,675 万円

(4.6%)

地方交付税

188 億 7,147 万円

(40.7%)

歳 入

（入るお金）

463億3,279万円

内 訳

依存財源

321億 9,121万円

(69.4％)

繰入金

40 億 7,155 万円

(8.8%)

自主財源

141億 4,158万円

(30.6％)

市債

59 億 2,330 万円

(12.8%)

県支出金

24 億 1,020 万円

(5.2%)

国庫支出金

33 億 4,417 万円

(7.2%)

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（普通交付税、特別交付税）

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など 

地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

（地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡

所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金）
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◎一般会計歳出（性質別）の状況 

 

 

 

  

積立金 20 億 7,218 万円 

投資及び出資金 7 億 4,174 万円 

貸付金 4 億 4,350 万円 
予備費 5,000 万円 

物 件 費－賃金、旅費、委託料などの事務的経費

繰 出 金－他の特別会計への繰出などに要する経費

補 助 費 等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

維 持 補 修 費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費 

そ  の  他－

（投資及び出資金）病院、水道事業会計への出資金など 

（貸 付 金）公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

（積 立 金）特定の目的のために設けられた基金などに積立する経費 

（予 備 費）不測の事態が起きた場合に備えた経費 

その他の経費（義務的経費、投資的経費以外の経費です）

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費（道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です）

人 件 費－議員や職員などに支払われる給与などの経費 

扶 助 費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費 

公 債 費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費 

義務的経費（支出が義務付けられている経費です） 

人件費 

78 億 1,288 万円 

(16.8%) 

扶助費 

51 億 4,074 万円 

(11.1%) 

公債費 

50 億 9,309 万円 

(11.0%) 

普通建設事業費 

73 億 9,384 万円 

(16.0%) 

災害復旧事業費 2,400 万円 

                  (0.1%) 

物件費 

72 億 103 万円 

(15.5%) 

補助費等 

56 億 8,471 万円 

(12.3%) 

維持補修費 

7 億 1,620 万円 

(1.5%) 

繰出金 

39 億 5,888 万円 

(8.5%) 

※その他 

33 億 742 万円 

(7.2%) 

※その他の内訳 

歳 出 

（使うお金） 

463億3,279万円 

内  訳 

投資的経費 

74 億 1,784 万円 

(16.1％) 

その他経費 

208 億 6,824 万円 

(45.0％) 

義務的経費 

180 億 4,671 万円 

  (38.9％) 
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民生費 
102 億 8,942 万円 

(22.2％) 

衛生費 
63 億 4,663 万円 

(13.7％) 

農林水産業費 
29 億 7,409 万円 (6.4％) 

労働費 6,308 万円 (0.1％) 

商工費 
21 億 4,073 万円 (4.6％) 

土木費 
40 億 6,192 万円 

(8.8％) 

消防費 15 億 9,112 万円 
(3.4％) 

教育費 
61 億 4,210 万円 

(13.3％) 

災害復旧費 
2,400 万円 (0.1％) 

公債費 
50 億 9,310 万円 

(10.9％) 

予備費 5,000 万円 
(0.1％) 

議会費 2 億 9,893 万円 
(0.7％) 

◎一般会計歳出（目的別）の状況 

 

 
議 会 費－議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費－全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、戸籍及

び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に関する経費、

他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費－市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、生活保護

及び災害救助関係の経費

衛 生 費－衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、し尿処

理費などの経費 

労 働 費－失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、畜産振

興、林業振興及び水産業振興などの経費 

商 工 費－商工業振興や観光振興などの経費 

土 木 費－土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費 

消 防 費－災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費 

教 育 費－教育委員会、幼稚園、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費 

災 害 復 旧 費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費 

公 債 費－市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費 

予 備 費－不測の事態が起きた場合に備えての予算措置 

【一般会計予算】 

（使うお金） 

463 億 3,279 万円 

内訳 

総務費 
72 億 5,767 万円 

(15.7%) 
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

事　業　名 ページ

都市計画街路事業 3億6,176 万円 10

（１）美しい景観を守り、 クリーンセンター基幹的設備改良事業 12億4,269 万円 10

　　　 　 豊かな自然と共生した多様な暮らしを 道路整備事業 4億325 万円 10

　　　　　　　　　　　　満喫できる生活環境を形成します 公営住宅建設事業 2億3,937 万円 11

住環境リフォーム助成事業 4,200 万円 11

地域交通対策事業 2億3,934 万円 11

移住定住支援事業 5,477 万円 12

（２）豊かな心と文化を育み、

生涯を通じて学べるまちづくりを目指します

耐震診断・耐震改修工事助成事業 2,065 万円 13

防災倉庫整備事業 3,606 万円 13

交通安全施設整備事業 1,000 万円 13

（３）安全・安心なまちづくりを推進します 自主防災組織支援事業 600 万円 14

ハザードマップ更新事業 1,765 万円 14

消防施設・設備整備事業 8,534 万円 14

消防団装備充実強化事業 1,475 万円 14

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

事　業　名 ページ

出会いサポート事業 394 万円 15

母子保健健康診査事業 6,324 万円 15

小学校入学支援事業 270 万円 15

任意予防接種事業 6,752 万円 15

すこやか子育て支援金支給事業 1,951 万円 15

（１）結婚・出産・子育てが 子育て応援医療費助成事業 2億5,868 万円 15

　　　　　　　 安心してできる環境を目指します 一時保育事業 2,611 万円 16

延長保育事業 394 万円 16

幼稚園預かり保育事業 1億1,545 万円 16

放課後健全育成事業（放課後児童クラブ） 2億3,579 万円 16

赤ちゃん用品券支給事業
(スマイル子育てサポート券) 771 万円 16

子ども・子育て支援事業 1億3,414 万円 17

学力向上のための緊急プロジェクト事業
（学力向上対策プロジェクト事業) 310 万円 17

学力向上のための緊急プロジェクト事業
（合同学習活動事業) 200 万円 17

教育研究センター運営事業 1,622 万円 18

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します 学校ＩＣＴ環境推進事業 1億6,857 万円 18

私立幼稚園就園奨励事業 3,313 万円 18

幼稚園給食費補助制度 1,823 万円 18

青空大使派遣事業 989 万円 19

（３）人とつながり、支え合い、 豊かな心を育む教育環境創造事業 816 万円 19

　　互いに高め合う子どもを育てる環境を目指します
学府くりはら教員等配置事業
（補助教員の配置事業） 7,787 万円 19

事業費

3億124

一 般 会 計 ・ 事 業 別 予 算 一 覧

区　　　分

万円 13文化施設整備事業

事業費

区　　　分
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３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

事　業　名 ページ

障がい者地域生活支援事業 1億714 万円 20

いのちを守る総合対策事業 1億316 万円 20

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります 医療用ウィッグ・補正具購入費用助成事業 150 万円 21

健康診査事業 2億3,572 万円 21

築館多目的競技場整備事業 4億6,216 万円 21

社会体育施設等改修事業
（栗駒テニスコート整備事業） 6,238 万円 22

ホッケー競技国際交流事業 290 万円 22

（２）高齢者が生きがいを持ち、

互いに支え合うまちを目指します

（３）市民が安心して暮らせるための地域医療を守ります 休日急患業務事業 798 万円 22

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

事　業　名 ページ

野生鳥獣対策事業 976 万円 23

（１）持続可能な農林業の育成と 全国和牛能力共進会宮城大会対策事業 236 万円 23

栗原ブランドの確立に取り組みます 多面的機能支払交付金 4億4,576 万円 23

ほ場整備事業 1億2,580 万円 23

６次産業推進事業 1,452 万円 23

くりはら和牛の郷づくり支援強化事業 2,120 万円 24

ニュービジネスチャレンジ等支援事業 504 万円 24

（２）産業育成と企業誘致による産業拠点を形成します 企業立地投資奨励金 5億7,822 万円 24

企業立地促進奨励金 9,029 万円 24

商店街等誘客施設整備事業 2億1,006 万円 24

中小企業経営安定化支援事業 3億4,000 万円 25

中小企業振興資金利子補給補助事業 1,300 万円 25

観光周遊支援事業 229 万円 25

くりこま高原駅待合室等リニューアル整備事業 1億404 万円 25

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、 スポーツ・文化合宿支援事業 200 万円 26

栗原市を発信します 台湾との国際交流事業 695 万円 26

スウェーデンとの国際交流事業
（オーロラ大使派遣事業）

433 万円 26

栗駒山麓ジオパーク推進事業 2,798 万円 27

栗駒山麓ジオパーク整備事業 1億2,125 万円 27

インバウンド等推進事業 831 万円 28

くりはら田園鉄道公園運営事業 5,776 万円 28

22

区　　　分 事業費

万円高齢者生きがい健康づくり等事業 7,743

区　　　分 事業費
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５「市民がまちづくりを楽しめるまち」

事　業　名 ページ

（１）小さなコミュニティを大切にした地域づくりを推進します 地域おこし協力隊事業 6,172 万円 29

住民自治活動推進・活動助成事業 9,614 万円 29

（２）市民が自ら行うまちづくり活動を支援します 地域集会施設新築改築修繕事業 1億2,034 万円 29

（３）市民満足度を重視した効率的な

                           行政サービスを行います

６　重点「放射能対策プロジェクト」

事　業　名 ページ

原子力災害健康不安対策事業 754 万円 30

放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち 放射性物質測定事業 714 万円 30

放射性物質吸収抑制対策事業 6,884 万円 30

７　特別会計・事業別予算一覧

事　業　名 ページ

一般介護予防事業 1,213 万円 31

包括的支援事業 1億4,884 万円 31

水道事業将来構想等策定事業 880 万円 31

水道施設整備事業 3億6,128 万円 31

公共下水道未普及解消事業 4億2,830 万円 31

公共下水道事業 2億4,875 万円 31

合併処理浄化槽事業特別会計 合併処理浄化槽事業（市設置型・個人設置型） 1億7,580 万円 32

医療機器整備事業 3億6,444 万円 32

栗原中央病院駐車場整備事業 950 万円 32

診療所特別会計 花山診療所改築事業 1億7,210 万円 32

各種証明書等コンビニ交付サービス事業

下水道事業特別会計

病院事業会計

区　　　分 事業費

区　　　分 事業費

介護保険特別会計

4,924 万円

水道事業会計水道事業会計

事業費

30

区　　　分
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事　業　名 ページ

都市計画街路事業 3億6,176 万円 10

（１）美しい景観を守り、
クリーンセンター基幹的設備改良事業 12億4,269 万円 10

　　　 　 豊かな自然と共生した多様な暮らしを
道路整備事業 4億325 万円 10

　　　　　　　　　　　　満喫できる生活環境を形成します
公営住宅建設事業 2億3,937 万円 11

区　　　分 事業費

 平成２９年度予算の
事業費です。

１ 一般会計・事業別予算一覧（６～９ページ）

都市計画街路事業 ３億６，１７６万円

（担当：都市計画課都市計画係）

都市計画道路として安全で快適な交通体系を確保しな

がら、利用しやすい街路づくりを推進します。 

資料の見方 
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 道路整備事業 ４億３２５万円  

（担当：建設課建設係）

 市民の生活を支える基礎となる市道を整備し、安全で快適な道づくりを実施します。

１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（１）美しい景観を守り、豊かな自然と共生した

多様な暮らしを満喫できる生活環境を形成します

□拡  クリーンセンター基幹的設備改良事業 

  

（担当：環境課生活環境係）

 クリーンセンターの長寿命化を図るため、

主要な機器の大規模改良工事を行います。

 

改良工事を行うクリーンセンター内の各機器

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 都市計画街路事業 ３億６，１７６万円

（担当：都市計画課都市計画係）

都市計画道路として安全で快適な交通体

系を確保しながら、利用しやすい街路づくり

を推進します。

《築館》一迫南線、駅前大通線

《若柳》新山十文字線

財源 国の負担額 １億１，７６０万円

市の負担額 ２億４，４１６万円

（うち市債[借入金] ２億２，５２０万円）

整備が進む都市計画道路新山十文字線

財源 国の負担額 ３億  ７７４万円

市の負担額

（うち市債[借入金] ２億３，９５０万円）

《築館》栗原中央西線、東沢２号線
《若柳》川北花泉線
《栗駒》元木線
《一迫》町西線、清水目・嶋躰線
《金成》片馬合萩荘線
《志波姫》御蔵線
《花山》山下角間線

整備が進む清水目・嶋躰線

財源 国の負担額 １，１８８万円

市の負担額 ３億９，１３７万円

（うち市債[借入金] ３億７，３６０万円）

１２億４，２６９万円

９億３，４９５万円
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□拡  公営住宅建設事業 ２億３，９３７万円

安心して暮らせる居住・生活環境の整備を図るため、耐用年限に達した老朽化の著しい公営

住宅の建替えを行います。

建替 《瀬 峰》市営下山住宅

設計 《高清水》市営中の茎住宅

財源 国の負担額 １億  ７９３万円

市の負担額 １億３，１４４万円

（うち市債[借入金] １億１，５００万円）

 地域交通対策事業 ２億３，９３４万円

公共交通の利便性の向上を図るため、市民の

ニーズに配慮しながら、利用しやすいバスを運

行します。

また、引き続き市民バス全路線（古川線を除

く）において中学生・高校生の市民バス片道運

賃１００円、古川線では通学定期券購入に対し

ての助成を行います。
さらに、公共交通ネットワークの再構築に向け

て、「地域公共交通再編実施計画」を策定します。

財源 県の負担額     ９９９万円

市の負担額 ２億２，９３５万円

１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（１）美しい景観を守り、豊かな自然と共生した

多様な暮らしを満喫できる生活環境を形成します  
○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

 

建替える市営下山住宅  

 住環境リフォーム助成事業 ４，２００万円

（担当：建築住宅課建築係）

市民の住環境の向上を図るため、個人住宅
のバリアフリー化や防災、省エネ化等と併
せて実施するリフォーム工事に対して助成
します。 

 

バリアフリー工事が行われた住宅 市民バスを利用する学生

助成内容 
○市内業者による工事
対象工事費の１５％(上限３０万円) 

○市外業者による工事 
対象工事費の５％(上限１０万円) 

○「トイレの水洗化」をあわせて行う工事
１０万円を加算して助成

（担当：建築住宅課建築係）

（担当：市民協働課地域振興係）
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１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（１）美しい景観を守り、豊かな自然と共生した

多様な暮らしを満喫できる生活環境を形成します

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

□拡  移住定住支援事業 ５，４７７万円

（担当：定住戦略室定住戦略係）

 空き家活用促進事業

空き家バンク制度により、空き家の登録情報をホームペー

ジで公開して、市内に居住したい方に提供します。

制度を利用して空き家を取得等した転入者には、リフォー

ム工事費の一部を助成します。

また、栗原市での生活を短期間体験していただき移住につ

なげるため、空き家等を活用して整備した移住体験施設を貸

出します。

 移住定住助成事業

移住定住に向けた各種助成制度を充実し、転出抑制と転入促進を図ります。

①若者定住促進助成事業（住宅を新築・購入・多世代同居用にリフォームした若者への住宅

取得等資金の一部助成）

②新婚生活応援家賃助成事業（民間賃貸住宅に

入居する新婚世帯への家賃助成）

③マイホーム取得支援事業（市の定住促進住宅

分譲地を購入し、住宅を建築した方への固定

資産税納付相当額の助成）

④遠距離通勤支援事業（遠距離通勤する新規学

卒者等への通勤費の一部助成）

 移住定住促進事業

移住ガイドブック等を作成し、首都圏で開催される移住フェアなどで活用するとともに、

子育て支援策の充実をはじめとした市の魅力を市外へ情報発信します。

また、専門の移住定住支援員を配置し、移住希望者に対するきめ細かな対応を行い、移住

につなげます。

移住体験住宅（花山地区 向程野）

現在、分譲中の「いずみの庭 佐野丁（高清水地区）」の
イメージ図

東京都内で行われた「ふるさと回帰フェア」の様子 昨年開催した「おもしろ顔はめパネル甲子園」の様子

財源 県の負担額 ５３４万円 市の負担額 ４，９４３万円
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耐震診断・耐震改修工事助成事業

（担当：建築住宅課建築係）

今後も発生が予想される大地震に備え、昭

和５６年以前に建築された木造住宅に対し

て、耐震診断士を派遣し、耐震診断並びに改

修設計を行います。さらに、診断に基づく耐

震改修工事に対し助成を行い、安全・安心な

居住環境の確保を支援します。

文化施設整備事業 ３億１２４万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

快適な鑑賞、交流の場を提供するため、栗原文化会館の大ホールの舞台吊り物や舞台幕等、

演出効果に必要な設備の改修工事を行います。

より良い鑑賞空間の創出と交流の場を提供するため、若柳総合文化センターの非常用放送

設備、モニター設備改修、舞台幕交換等、必要な設備の改修工事を行います。

１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（２）豊かな心と文化を育み、

生涯を通じて学べるまちづくりを目指します

（３）安全・安心なまちづくりを推進します

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

木造住宅耐震診断助成事業

耐震診断士の派遣、診断、設計の支援

木造住宅耐震改修工事助成事業

木造住宅の耐震改修工事への助成

財源 国・県の負担額  

市の負担額

防災倉庫整備事業 ３，６０６万円 

（担当：危機対策課防災係）

災害発生時に必要な食糧、飲料水及び生活

必需品等の物資や、避難所運営に必要な資機

材の保管を行う防災倉庫を建築するための、

敷地造成工事を行います。

財源 市の負担額 ３，６０６万円

（うち市債[借入金] ３，６００万円）

 交通安全施設整備事業   １，０００万円  

（担当：危機対策課防災係） 

交通事故防止と安全で円滑な交通環境の確

保のため、カーブミラーやガードレール等の

交通安全施設を整備します。 

若柳総合文化センターの舞台の様子栗原文化会館の大ホールの様子

２，０６５万円

１，３４３万円

７２２万円
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 自主防災組織支援事業 ６００万円 

（担当：危機対策課防災係）

自主防災組織が実施する防災訓練、研修会

及び講習会等に係る経費の２／３を助成（上

限３万円）します。

鶯沢地区八沢自治会自主防災会防災訓練の様子

○新  ハザードマップ更新事業１，７６５万円

（担当：危機対策課防災係）

防災への備えや緊急時の水防・避難活動に
活用するため、市内で想定される自然災害
（水害、土砂災害など）の被害予測を示した
ハザードマップを最新のデータに更新し各
家庭に配布します。

 

１「恵まれた自然に包まれた、質の高い暮らしのまち」

（３）安全・安心なまちづくりを推進します

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

消防施設・設備整備事業 ８，５３４万円 

（担当：消防本部総務課総務係、消防本部警防課警防係）

効率的かつ迅速な消火活動が行えるよう６００Ｌ

水槽及び圧縮空気泡消火装置などを装備した緊急消

防援助隊仕様の消防ポンプ自動車や消火栓の整備、

消防団活動用小型動力ポンプ付積載車を配備します。

更新予定の消防ポンプ自動車

財源 国の負担額  １，１４６万円

県の負担額  ７４６万円

市の負担額  ６，６４２万円

（うち市債[借入金] ５，９１０万円）

消防団装備充実強化事業 １，４７５万円 

（担当：消防本部総務課総務係）

林野火災等に使用する可搬式散水装置や夜間等の

災害現場活動での安全を確保するためヘッドライト、

投光器並びに発電機等を整備し、消防団員の装備を

強化します。

財源 県の負担額 ４９１万円

市の負担額 ９８４万円

作成予定のハザードマップ

可搬式散水装置（左）とヘッドライト（右）
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

○新 小学校入学支援事業 ２７０万円 

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

少子化対策の推進と子育て家庭における経

済的負担の軽減を図るため、市内に住所のある

第３子以降の子どもが小学校へ入学する際に
購入した学用品費等の費用の一部を助成しま
す。（子ども１人の上限額は３万円）

 

 

 
 

出会いサポート事業 ３９４万円 

（担当：定住戦略室定住戦略係）

未婚化・晩婚化への対応として、市主催に
よる婚活イベントの実施や、婚活イベントを
自主開催する団体への助成（補助率１/２、
上限３０万円）、独身の男女の仲をサポート
する「くりはら婚活プランナー」の認定など
を行います。

財源  県の負担額 １２０万円

市の負担額 ２７４万円

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します

 子育て応援医療費助成事業

２億５，８６８万円 

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

 乳幼児から１８歳までの適正な医療機会

の確保と子育て家庭における経済的負担の

軽減を図るため、入院及び通院に係る医療

費のうち、保険診療分の自己負担額を全額
助成します。

すこやか子育て支援金支給事業

１，９５１万円 

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

少子化対策及び子育て世代の定住促進を目

的に、出生祝金及び入学祝金を支給します。

■出生祝金 第１子、第２子 ２万円

第３子     ５万円

第４子    １０万円

第５子以降  ２０万円

■入学祝金 第３子以降  １０万円
財源  県の負担額    ４，１８７万円

宝くじ助成金   ２，０００万円

市の負担額  １億９，６８１万円

（うち市債[借入金]  １億２，０４０万円）

財源  県の負担額 １３５万円

市の負担額 １３５万円

任意予防接種事業 ６，７５２万円 

（担当：健康推進課健康推進係）

予防接種を受けやすい環境をつくり、疾病

の重症化や蔓延を防ぐため、乳幼児を対象と

したロタウイルス、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎、

中学生までを対象としたインフルエンザの

４種の任意予防接種費用の全額を助成しま

す。

財源  市の負担額  ６，７５２万円 

（うち市債[借入金]    ４，１００万円） 

 母子保健健康診査事業  ６，３２４万円 

（担当：健康推進課保健指導係）

健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産で

きるように妊婦一般健康診査１４回分、多胎

妊娠２０回分の助成を行います。 

また、乳幼児健診は２か月児から３歳児ま

でのお子さんの病気の有無や、成長発達の確

認・育児の相談を医師、歯科医師、保健師等

の専門職が行います。

財源  市の負担額   １，９５１万円

（うち市債[借入金] １，２００万円）
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 幼稚園預かり保育事業

１億１，５４５万円

（担当：学校教育課学務係）

保護者の就労等により、幼稚園の教育時間
外に家庭において保育ができない園児を対
象に全ての幼稚園で預かり保育を行います。

また、土曜日保育や延長保育も行います。

 
 

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

○新  赤ちゃん用品券支給事業

（スマイル子育てサポート券）

７７１万円 

（担当：子育て支援課子ども・家庭福祉係）

少子化対策の推進と子育て家庭における

経済的負担の軽減を図るため、平成２９年

４月１日以降に出生した１歳未満児の保護

者に対し、１か月あたり３千円の育児用品

の購入助成券を交付します。

 
 

財源 国の負担額    ２，２４４万円

県の負担額    ２，２４４万円

利用者の負担額  ２，２３４万円

市の負担額    ４，８２３万円

（うち市債[借入金] ２，９００万円）

□拡  放課後健全育成事業（放課後児童クラブ）

２億３，５７９万円 

（担当：社会教育課生涯学習係）

保護者の就労等により適切な保護及び教育

を受けることができない児童（小学生）を対象

に、安心して過ごせる遊びや生活の場を提供

し、健全な育成を図るため、市内全地区で放課

後児童クラブを実施します。

なお、これまでの月曜日から金曜日の実施に

加え、土曜日も実施します。

【実施期間】

４月１日～３月３１日

※日曜日、年末年始等を除く。

【実施時間】

平日（登校日）：13：30～18：30
長期休業日等：  7：30～18：30

財源 国・県の負担額 １億３，８２５万円

利用者の負担額   ２，４８８万円

市の負担額     ７，２６６万円

放課後児童クラブの子ども達の様子

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します

 延長保育事業         ３９４万円

（担当：子育て支援課保育サービス係）

保護者の勤務形態の多様化に対応するた

め、午前７時から午前７時３０分まで、午後

６時３０分から午後７時まで、延長保育を実

施します。

一時保育事業 ２，６１１万円 

（担当：子育て支援課保育サービス係）

保護者のパート就労や病気などの理由で一

時的に保育ができない場合に、市内１０か所の

保育所で、一時的（緊急的）にお子さんを預か

る事業を実施します。

財源  国の負担額 ４９１万円

県の負担額 ４９１万円

利用者の負担 １４７万円

市の負担額 １，４８２万円

幼稚園の預かり保育の様子
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 学力向上のための緊急プロジェクト事業 

（合同学習活動事業)

２００万円 

（担当：学校教育課指導係）

「学府くりはら」の実現に向けて、中高

生を対象とした合同学習活動を行う団体に

対して補助金を交付し、市内の生徒の学力

向上を図るとともに、自主的に学習する力

を育みます。

○新  学力向上のための緊急プロジェクト事業

（学力向上対策プロジェクト事業)

３１０万円 

（担当：学校教育課指導係）

教員の指導力向上を図るため、授業づくりの

先進地である秋田県大仙市へ教員を派遣して

研修を行い、小・中学校に成果を普及します。

また、小・中学校７校を指定校とし、有識者

を招いて、学力向上に向けた授業改善や公開研

究等を行います。

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

 

子ども・子育て支援事業 １億３，４１４万円 

（担当：子育て支援課保育サービス係）

財源  国の負担額 ６，２８４万円

県の負担額 ３，１４２万円

市の負担額 ３，９８８万円 地域型保育事業所での保育の様子

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

（１）結婚・出産・子育てが安心してできる環境を目指します

平成２８年度の中高合同学習活動の様子小学校の研究授業の様子

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します

保育を必要とする児童の受け入れ施設確保のた

め、市内の乳幼児が通所する市外の公立保育所や認

可私立保育所、市が認可した低年齢児の保育を実施

する地域型保育事業所に対し、委託料や運営費等を

交付します。
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

学校ＩＣＴ環境推進事業

１億６，８５７万円 

（担当：学校教育課学務係）

全ての小･中学校でタブレット端末を活用

した授業を行い、授業の内容を一人一人がよ

り理解できる「分かる授業」を実現するとと

もに、子どもたちの「確かな学力」の育成を

図ります。

□拡 教育研究センター運営事業

１，６２２万円

（担当：学校教育課指導係）

私立幼稚園就園奨励事業 ３，３１３万円

（担当：学校教育課学務係）

市内の私立幼稚園の教育環境の維持・向上

のために運営費等の補助金を交付します。

また、私立幼稚園に通う園児の保護者の負

担軽減を図るために授業料等に対する補助金

を交付します。

幼稚園給食費補助制度 １，８２３万円

（担当：学校教育課学務係）

保護者の経済的負担を軽減するため、幼
稚園に同時入園している２人目以降の園児
や低所得世帯（生活保護世帯・市民税非課税
世帯）の給食費を補助します。

 

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します

教育研究センターでの研修会の様子 小学校でのタブレットを使った授業の様子

私立幼稚園の活動の様子

財源  国の負担額 ３１１万円 

県の負担額 １２２万円 

市の負担額 ２，８８０万円 

幼稚園の給食の様子

財源  国の負担額 ５０６万円

県の負担額 ５０６万円

市の負担額 ８１１万円

教育研究センターに算数・数学担当の特
任教授を１人増員し、小・中学校の教員を
対象とした授業づくりの研修会の開催、学
力向上研究指定校への派遣を行うなど、指
導力向上を図ります。
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 青空大使派遣事業 ９８９万円

（担当：社会教育課生涯学習係）

現地の学校の生徒との交流の様子

２「子どもたちの豊かな感性と生きる力を育むまち」 

（２）次代を担うたくましい子どもを育成します

（３）人とつながり、支え合い、

互いに高め合う子どもを育てる環境を目指します

 豊かな心を育む教育環境創造事業 ８１６万円

（担当：学校教育課指導係）

財源  県の負担額 ２１６万円

市の負担額 ６００万円

 学府くりはら教員等配置事業（補助教員の配置事業）  ７，７８７万円

（担当：学校教育課学務係）

 

財源 市の負担額 ７，７８７万円

（うち市債[借入金] ４，８００万円）

市内の中学２年生２０人をオーストラリ

アへ派遣し、現地生徒との交流やファーム

ステイを通じ、国際感覚豊かな人材を育成

します。

いじめや不登校をはじめとする児童生徒の

様々な問題行動に対応するため、教育相談員

による相談窓口の開設、スクールソーシャル

ワーカーや学びのサポーター、スクールカウ

ンセラーの配置等を行い、児童生徒への指導

と相談体制の充実を図ります。

個々のケースに応じたよりきめ細やかな学

習指導を行うため、必要に応じて各学校に補助

教員を配置します。 

また、介助を必要とする児童生徒を通常学級

で学ぶ支援のための補助員の配置を行います。 
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります

 

 

 

 

 いのちを守る総合対策事業 １億３１６万円

（担当：社会福祉課社会福祉係、健康推進課保健指導係）

障がい者地域生活支援事業 １億７１４万円 

（担当：社会福祉課障害福祉係）
訪問入浴サービス事業

自宅の浴槽で入浴することが困難な身体障がい者に、訪問による入浴等のサービスを行い

ます。
日中一時支援事業

障がい者（児）に日中活動の場を提供し、家族の就労支援などのための一時的な見守りの

支援を行います。
日常生活用具給付事業

重度障がい者等に対し、日常生活の便宜を図るためストーマ装具や杖などの日常生活用具
の給付を行います。
相談支援事業

障がい者（児）からの相談に応じ、必要な情報の提供を行います。
自動車運転免許取得費･改造費助成事業

障がい者の社会参加の推進のため、自動車免許の取得費用及び自動車の改造費の一部助成
を行います。
移動支援事業
屋外での移動が困難な障がい者（児）に、外出する時の支援を行います。
 
成年後見制度利用支援事業

判断能力が十分でない障がい者が、安心して日常生

活を送れるように適切な支援者を選び、本人を保護し

支援を行います。
 コミュニケーション支援事業

言語による意思の疎通を図ることに支障がある障が

い者を対象として、手話通訳者や要約筆記者を派遣する

などの支援を行います。
社会復帰施設運営事業

在宅の障がい者の社会復帰を促進するため、通所によ

る作業指導及び生活訓練等の支援を行います。

財源 国の負担額 ２，５５４万円 県の負担額 １，２７７万円 市の負担額 ６，８８３万円

コミュニケーション支援事業を活用した
研修会の様子

自殺防止について広く啓発するため、講演会等を実施します。また、悩みを抱えている方を

地域ぐるみで見守り、必要な支援につなげることができるゲートキーパーの養成に努め、多重

債務専用の電話相談や弁護士相談、栗原市のぞみローンによる資金融資などの自殺防止対策に

も取り組みます。
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○新 医療用ウィッグ・補正具購入費用助成事業 １５０万円

（担当：健康推進課健康推進係）

【補助内容】

 
 

 

 

 

補正具 上限額

医療用ウィッグ ３０，０００円

乳房補正具（右側） ２０，０００円

乳房補正具（左側） ２０，０００円

３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります

健康診査事業

（担当：健康推進課健康推進係）

財源 国の負担額 １８万円

県の負担額 ２４３万円

利用者の負担額 ４，０７５万円

市の負担額 万円

□拡 築館多目的競技場整備事業 ４億６，２１６万円

（担当：社会教育課スポーツ推進係）

築館多目的競技場整備後のイメージ図

財源  市の負担額 ４億４，６１６万円

（うち市債[借入金] ４億１，８２０万円）

その他の負担額   １，６００万円

○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記） 

　２０２０東京オリンピックに出場する選手

団の事前キャンプの誘致や、全国クラスの大

会、大学等の合宿を積極的に誘致し、交流人口

の増加を図るため、築館多目的競技場に管理棟

などの施設を整備します。

市民の健康保持や病気の早期発見のため、

各種健康診査・がん検診等により健康管理に

対する支援を行います。

※ウィッグ…医療用補正具（かつら）

がん患者が、生き生きと社会で活躍でき

るよう、生活の質の向上と経済的負担軽減

のため、医療用ウィッグ・乳房補正具購入

費用の一部を助成します。

１億９，２３６

２億３，５７２万円 
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記） 

３「健康や生活に不安がなく、優しさと思いやりに満ちたまち」 

（１）誰もが健康で安心して暮らせる環境をつくります

 ホッケー競技国際交流事業 ２９０万円

（担当：社会教育課スポーツ推進係）
○新  社会体育施設等改修事業

（栗駒テニスコート整備事業）

６，２３８万円

（担当：社会教育課スポーツ推進係）

 

 

 

 

 
 

オーストラリアチームとの国際交流試合の様子

（２）高齢者が生きがいを持ち、互いに支え合うまちを目指します

高齢者生きがい健康づくり等事業 ７,７４３万円

（担当：社会福祉課社会福祉係）

高齢者が生きがいを持ち、いつまでも健康で、在宅 

生活をすることができるよう各種福祉サービスを提供 

し高齢者の支援を行います。 

生きがい活動支援通所事業、外出支援サービス 

（タクシー利用助成）、食の自立支援（宅配給食サー

ビス）、緊急通報体制等整備事業など１０事業を実施 

します。

財源    利用者の負担額 １，５３５万円   市の負担額   ６，２０８万円 

生きがい活動支援通所事業の様子

（３）市民が安心して暮らせるための地域医療を守ります

休日急患業務事業 ７９８万円

（担当：健康推進課健康推進係）

栗原市医師会に休日等における急病患者への診療業務を委託し、診療体制を確保することで、

市民の医療不安を解消します。

「ホッケーのまちくりはら」を確立するた

め、オーストラリアの中学生・高校生のホッ

ケーチームと国際交流試合等を行います。
利用者が安全・安心に活動できる環境を整

え、新たな競技人口の増加を図るため、老朽化

していた栗駒テニスコートを人工芝に改修し、

照明設備を整備します。

財源  市の負担額   ４，７１３万円

（うち市債[借入金]   ４，４３０万円）

その他の負担額   １，５２５万円 
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（１）持続可能な農林業の育成と栗原ブランドの確立に取り組みます 

 

 
 

□拡  野生鳥獣対策事業 ９７６万円

（担当：農林振興課林業振興係）

財源 県の負担額 ５０万円

市の負担額 ９２６万円

被害防止のために設置した電気柵

全国和牛能力共進会宮城大会対策事業

２３６万円

（担当：畜産園芸課畜産振興係）

５年に一度開催される全国和牛能力

共進会が、平成２９年９月に宮城県仙台

市で開催されます。

市内で育成された和牛が数多く出場

できるよう、事前指導会や大会参加費用

等の助成を行います。

長崎大会審査風景

６次産業推進事業 １，４５２万円

（担当：６次産業推進室 

６次産業推進係）

農林漁業者の６次産業化を支援する

ため、研修会等の開催や、商品開発・施

設整備・広告宣伝費用の１/２を助成し

ます。

・商品開発等：上限１００万円 

・施設整備等：上限５００万円 

・広告宣伝等：上限１００万円 

ほ場整備事業 １億２，５８０万円

（担当：農村整備課計画調整係）

ほ場の大区画化や、農地の担い手への

集積化を図るため、市内１６地区で、ほ

場整備を行います。

 多面的機能支払交付金

４億４，５７６万円  

（担当：農業政策推進室農業政策推進係）

田や畑及び農業用水などの資源や農村 

環境の保全を図るための共同活動に対し 

て支援します。

財源 国・県の負担額 ３億３，４３２万円

市の負担額 １億１，１４４万円

子供たちによる田や畑などの生き物調査

野生鳥獣による農作物等被害や人的被

害を防止するため、鳥獣被害対策実施隊に

よる有害鳥獣の計画的な捕獲を行います。

また、被害防止のため、電気柵等を設置

された方に対する購入費用の助成や、新た

に狩猟免許及び銃所持許可を取得した方

に対する取得費用の助成を行います。
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

宮城県基幹種雄牛「茂洋美号」
し げ ひ ろ み

くりはら和牛の郷づくり支援強化事業 ２，１２０万円

（担当：畜産園芸課畜産振興係）
和牛資源の確保と産地づくりを支援するため、

栗原市内で生産された優秀な繁殖素牛や肥育素

牛を、みやぎ総合家畜市場から導入した場合に

補助金を交付します。

また、産肉能力の高い茂洋美
しげひろみ

産子、好平茂
よしひらしげ

産

子、勝洋
かつひろ

産子の場合は、補助金を増額して市内

保留を推進し、和牛資源の確保を図ります。

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（１）持続可能な農林業の育成と栗原ブランドの確立に取り組みます

（２）産業育成と企業誘致による産業拠点を形成します

 企業立地投資奨励金 ５億７，８２２万円

 企業立地促進奨励金 ９，０２９万円

（担当：産業戦略課企業戦略係）

【企業立地投資奨励金】
市内に新設・移設・増設する企業に対し、

投資規模と市内在住の新規常時雇用者数に

応じて投資額の１０％～２０％を助成しま

す。
【企業立地促進奨励金】
市内に新設・移設・増設する企業に対し、

投資規模に応じて固定資産税相当額の２/３
～全額を３年間助成します。

（有）築館クリーンセンター 丸電プレス工業（株）

商店街等誘客施設整備事業 ２億１，００６万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

旧栗駒町役場跡地を栗駒山観光への基点及び商店街

への集客を図る多目的な空間として整備します。

誘客施設の建設予定地

財源  国の負担額 ４，５２５万円

市の負担額 １億６，４８１万円

（うち市債[借入金] １億５，５２０万円）

 
 ○新  二ュービジネスチャレンジ等支援

事業 ５０４万円

（担当：産業戦略課企業戦略係）

産業の振興と地域の活性化を図るた

め、市内で創業する事業者に対し、事

務所等の賃借料や施設改修費等を助成

します。

【制度概要】

・賃借料補助（３年間）

補助率１/２、上限４万円/月

改修経費補助（１回限り）

補助率１/２、上限５０万円

・セミナー等参加経費補助

対象経費の１/２以内
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 
 

 

 

 

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（２）産業育成と企業誘致による産業拠点を形成します

 中小企業経営安定化支援事業 ３億４，０００万円

 中小企業振興資金利子補給補助事業 １，３００万円

（担当：産業戦略課商工振興係）

中小企業者の経営の合理化及び健全な発展、安定を図るため、融資のあっせんを行

います。また、保証料の全額と、利子負担の大きい１年目・２年目の利子額の１/２を

助成します。

【制度概要】

融資制度

・融資限度額：２，０００万円

・償還年限 ：設備資金１０年 運転資金７年

保証料補給制度

・融資に係る保証料を全額補給

利子補給補助

・利子額の１/２補助、２年間（借換え分は一部対象外）

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、

栗原市を発信します

○新  観光周遊支援事業 ２２９万円

（担当：田園観光課観光企画係）

観光客の二次交通対策として、市内の登録店で宿泊、食事、お土産などの買い物等の

利用額に応じて、レンタカー費用の一部を助成し、誘客拡大と地域活性化を図ります。

□拡  くりこま高原駅待合室等リニューアル整備事業 １億４０４万円

（担当：田園観光課観光企画係）

財源 市の負担額  １億  ４０４万円 

（うち市債[借入金]   ９，２９０万円） 

栗原市の玄関口である、くりこま高原駅内

のインフォメーション機能を強化し、国内外

から訪れる観光客に対して利便性と快適性

を向上させるため、改修工事を行います。

待合室等の完成イメージ図
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

台湾との国際交流事業 ６９５万円

田園観光課観光企画係、社会教育課スポーツ推進係）

巨大地震被災地という共通点から、地震災害を教訓

とした防災交流として合同の防災訓練を行います。

また、代表団の訪問を受け入れ交流を更に推進すると

ともに、栗原ハーフマラソン大会へ選手を招待するな

ど、市民レベルでの相互交流を促進し姉妹都市提携を

目指します。

スウェーデンとの国際交流事業(オーロラ大使派遣事業) ４３３万円

（担当：市民協働課地域振興係）

市内在住の高校１、２年生を対象に、市の大使として

スウェーデン王国に派遣し、ホームステイによる現地の

人々との様々な交流を通して、文化・歴史・行政・福祉

など日本との違いを理解し、豊かな国際感覚を養うとと

もに、国際化に伴う外国人への対応、グローバル社会に

貢献できる人材育成及び地域づくりを目指します。

 

 

 

 

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、

栗原市を発信します

南投市平和国小学校児童による太鼓演奏

ウィルヘルムハグランズ工業高校前

○新  スポーツ・文化合宿支援事業 ２００万円

（担当：社会教育課スポーツ推進係、生涯学習係）

スポーツや文化の振興、地域の活性化を図るため、市内の宿泊施設への宿泊を伴うス

ポーツや文化活動の合宿を行う市外の団体に、宿泊費や施設利用料に対する補助を行い

ます。

【対象】

小学校から大学までの児童・生徒又は学生で構成された、スポーツ又は文化活動を行

う市外のアマチュア団体

（担当：市民協働課地域振興係、危機対策課防災係、
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、

栗原市を発信します

 

栗駒山麓ジオパーク推進事業 ２，７９８万円
（担当：ジオパーク推進室ジオパーク推進係）

栗駒山麓ジオパーク学習発表会での様子

□拡  栗駒山麓ジオパーク整備事業 １億２，１２５万円

（担当：ジオパーク推進室ジオパーク推進係）

ビジターセンターの展示イメージ図
財源 市の負担額  １億２，１２５万円

（うち市債[借入金] １億  ８７０万円）

平成２７年９月に日本ジオパークに

認定された栗駒山麓ジオパークを、市内

外へ情報発信するとともに、体験、学習

等の活動拠点として、ビジターセンター

やジオサイトの説明看板、案内看板の整

備を行います。

栗駒山麓ジオパークへの取り組みの
きっかけとなった「平成２０年岩手・
宮城内陸地震」から１０年目の節目の
年を迎え、さらに事業を推進するため、
ジオサイトを解説するガイドブックの
発行やジオパーク特産商品「栗駒山麓
のめぐみ」の開発、ジオガイドの養成
を行うとともに、小中学校でのジオパ
ーク学習、ジオツアーを充実させ、普
及に努めていきます。
また、東北のジオパークが一堂に会

して開催する「東北ジオパークフォー
ラム」を栗駒山麓ジオパークで開催す
ることもあり、この事業をきっかけに 
たくさんの方にジオパークに触れてい
ただき、栗駒山麓ジオパークを全国に
発信していきます。
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○新 ＝新規事業、□拡 ＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

 

□拡  インバウンド等推進事業 ８３１万円

（担当：田園観光課観光企画係）

訪日外国人旅行者の誘客を図るため、近隣市町村と協力しながら、プロモーショ

ンや情報発信など、広域観光事業の展開をします。

４「地域の特性を生かした、産業や交流が盛んなまち」

（３）地域資源を生かした広域観光戦略を構築し、

栗原市を発信します

□拡  くりはら田園鉄道公園運営事業 , ６万円

（企画課企画政策係）

貴重な旧くりはら田園鉄道の資産を
展示、公開する「くりでんミュージア
ム」が平成２９年４月にオープンしま
した。
ＫＤ９５など気動車の動態保存及び

レールバイク乗車会などのイベント開
催とあわせ、くりでんの魅力を発信し、
さらなる観光誘客を図ります。

○くりでんミュージアム
・開館時間

午前１０時～午後５時
（入館は午後４時まで）

・休館日
毎週火曜日および年末年始

財源 国の負担額 ４９８万円 市の負担額 ３３３万円

「多言語音声対応ガイドブック・音声ガイドペン」

くりでんミュージアム内観

５ ７７
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

 

住民自治活動推進・活動助成事業

９，６１４万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

地域コミュニティ組織（自治会、コミュ

ニティ推進協議会）の自立的なコミュニテ

ィ活動を支援するため、栗原市コミュニテ

ィ組織一括交付金を交付します。

各地域での個性ある活動を大切にし、住

みよい地域づくりに向け、市全体で取り組

んでいきます。

５「市民がまちづくりを楽しめるまち」

（１）小さなコミュニティを大切にした地域づくりを推進します

コミュニティ組織主催の敬老会

1地域おこし協力隊事業 ６，１７２万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係、

企画課企画政策係、定住戦略室定住戦略係、

産業戦略課商工振興係、ジオパーク推進室ジ

オパーク推進係）

都市部等からの意欲ある人材を積極的に

誘致し、定住・定着を図るとともに、市民

が気づかない地域資源の発見や、新しい感

性で地域の活性化を図り、自治体職員だけ

では取り組みにくい業務分野にも活動を広

げながら、地域力の維持及び強化の担い手

となる人材を確保します。

平成２９年度に委嘱した新規隊員

（２）市民が自ら行うまちづくり活動を支援します

地域集会施設新築改築修繕事業 １億２，０３４万円

（担当：市民協働課市民協働男女参画係）

地域住民の行う自主的なコミュニティ活動を積極的に推進するため、その活動の拠点とな

る集会施設の新築・改築・修繕補修等の整備に対し、一定の基準で助成を行います。

屋根補修前

屋根補修後

築館上町自治会館（改築） 金成上町集会所（補修）

－ 29 －



○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

○新  各種証明書等コンビニ交付サービス事業 ４，９２４万円

（担当：市民課市民係）

個人番号カードを利用して全国のコンビニエンスストアにおいて各種証明書等が取得でき
るシステムを導入し、市民サービスの向上を図ります。
○取得できる証明書：①住民票の写し（除票を除く）

②印鑑登録証明書 ③戸籍謄・抄本（除籍を除く）

④戸籍の附票の写し（除票を除く） ⑤所得課税証明書（現年度分）

５「市民がまちづくりを楽しめるまち」

（３）市民満足度を重視した効率的な行政サービスを行います

重点「放射能対策プロジェクト」

放射性物質による不安を解消し、安心して暮らせるまち

原子力災害健康不安対策事業

（担当：健康推進課健康推進係）

放射性物質への市民の健康不安の払拭を図るため、ホールボディカウンタによる放射性物

質内部被ばく線量測定を行います。

 放射性物質測定事業

（担当：農林振興課農政係、環境課生活環境係、学校教育課学務係）

放射能に対する不安を払拭するため、農産物や学校給食、ごみ処理施設等の放射線量を測

定します。

７５４万円

７１４万円

放射性物質吸収抑制対策事業 ６，８８４万円

（担当：農林振興課農政係）

農家が安心して生産に取り組める体制を構築するため、放射性物質の吸収抑制対策とし

て、「塩化カリ」の農家への配布を支援します。

○塩化カリ配布

水稲：対策地域 ３，０００ha（１０kg/１０a）

大豆： ９３０ha（４０kg/１０a）

そば： ２１ha（４０kg/１０a） 財源 県の負担額 ３，４２４万円

市の負担額 ３，４６０万円
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

特別会計・事業会計予算の主な事業

包括的支援事業 １億４，８８４万円

（介護保険特別会計）

（担当：介護福祉課認定調査係）

□拡  水道事業将来構想等策定事業 ８８０万円

（水道事業会計）

（担当：水道課施設係）

中長期的な視点に立ち、水道事業を効率的かつ効果的に管理運営するため、アセットマネジ

メント（資産管理）の策定を行います。

一般介護予防事業 １，２１３万円

（介護保険特別会計）

（担当：介護福祉課認定調査係）

住民自ら筋力アップ・認知症予防などの介

護予防に取り組めるよう、DVDを見ながら行

う「くりはら元気アップ体操」の普及や認知

症予防プログラムを学ぶための支援を行い

ます。

くりはら元気アップ体操の様子

公共下水道事業 ２億４,８７５万円

（下水道事業特別会計）

（担当：下水道課施設整備係・施設管理係）

単独の浄化センターなどを廃止し、流域下水道へ接続し切り替えることにより、下水道施設

の効率化を図ります。

また、下水道施設の老朽化などによる機器の故障や機能停止、事故の発生を未然に防止する

ために、機器などのオーバーホールや延命化を図り、効率的な施設管理を行います。

公共下水道未普及解消事業

４億２,８３０万円

（下水道事業特別会計）

（担当：下水道課施設整備係）

湖沼や水路など自然環境を守り、生活の快

適性向上を目的に、汚水を処理する管路や施

設等を整備します。

〈事業内容〉

下水道管渠布設工事 Ｌ＝３，８０８ｍ

舗装本復旧工事 Ａ＝４，０００㎡

公共ます設置 １１３か所

水道施設整備事業 ３億６，１２８万円

（水道事業会計）

（担当：水道課施設係）

市内５か所に地域包括支援センターを設

置し、高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう、介護・福祉・保健・医療に関

する総合的な相談や支援、必要なサービス

の調整を行います。

また、センターでは保健師、主任介護支

援専門員、社会福祉士などの専門職を配置

し、それぞれの専門性を生かしながら、市民

の身近な相談機関として支援を行います。

水道水の安定供給や災害時の備えを目的

として、古くなった水道本管やその他の水道

施設の整備工事を行います。

また、下水道・河川改修等の工事に伴う

水道管の布設替工事を行います。
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○新＝新規事業、□拡＝拡充事業 （事業名の頭に標記）

特別会計・事業会計予算の主な事業

○新  栗原中央病院駐車場整備事業 ９５０万円

（病院事業会計）

（担当：医療管理課経営管理係）

宮城県立循環器・呼吸器病センターの医療機能移管に伴い、栗原中央病院駐車場の整備に

係る調査測量設計を行います。

 

□拡 医療機器整備事業 ３億６，４４４万円 

（病院事業会計）

（担当：医療管理課経営管理係）

□拡 花山診療所改築事業 １億７，２１０万円

（診療所特別会計）

（担当：医療管理課総務係）

安全な診療環境を整備し、地区住民の医療

を継続するため、花山診療所の改築工事を行

います。

更新予定のＸ線テレビ装置(栗原中央病院) 
外来診療の様子

合併処理浄化槽事業（市設置型・個人設置型） １億７，５８０万円

（合併処理浄化槽事業特別会計）

（担当：下水道課施設整備係・総務管理係）

 

公共下水道事業・農業集落排水事業が計画され

ていない区域を対象に、申請に基づき浄化槽の設

置と維持管理を行います。（市設置型）

また、公共下水道事業の計画区域内で、下水道

が当分の間整備されない区域について、個人が設

置する浄化槽に対して、設置費用の一部を助成し

ます。（個人設置型）

合併処理浄化槽設置工事の様子

医療の充実とサービス向上を図るため、

市立３病院の医療機器の更新等を行いま

す。
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収 入

市民税、固定資産税
などの市税 ９．９万円 15% 

国や県からもらえる
地方交付税や補助金な
ど

３７．５万円 57% 

公共施設などを建て
る際、複数年にわたっ
て国や銀行などから借
りているお金（市債）

８．５万円 13% 

施設の使用料や手数
料など ４．４万円 6% 

基金などから繰り入
れるお金 ５．８万円 9% 

合 計 ６６．１万円 100% 

支 出
職員の給料、手当な

どの人件費 １１．２万円 17% 

市債の返済費用（公
債費） ７．３万円 11% 

道路や施設の整備
等、災害復旧費 １１．６万円 18% 

生活保護費、医療助
成費などの扶助費 ７．３万円 11% 

電気、水道料、事務
用品費 １０．３万円 15% 

下水道、病院、国民

健康保険など他会計へ

の繰出金

６．７万円 10% 

 各種団体への補助、
火災保険料など ８．１万円 12% 

中小企業向け融資や
のぞみローンなど ０．６万円 1% 

基金の積み立てなど ３．０万円 5% 

合 計 ６６．１万円 100% 

支出は、人件費が１７％、市債の返済が１１％、生活保護などの扶助費が１１％と義務的な

経費の占める割合が大きくなっています。また、道路などの公共施設整備に係る投資的経費や

電気、水道料などの公共施設維持管理に係る経費などは、ほぼ前年度と同水準で推移しており

ます。

収入のうち、自分たちの力で得た市税などの収入（自主財源）は、全体の３０％程度です。

国・県からの地方交付税や補助金等の依存している収入が７０％を占めています。

市民１人当たりの予算
市の財政について、皆さんに身近な形で理解していただくため、市の予算を市民１人当

たりの金額で表しました。
市政運営の基本となる一般会計の平成２９年度予算４６３億３，２７９万円を、

人口７０，０５９人（平成２９年３月末日現在）で割った金額です。 

【１人当たりの貯金総額】
３４万円 

一般会計平成２８年度末現在高見込
２３９億６，７９３万円

を市民１人当たりにした金額です

 【１人当たりの借金総額】 
６８万円 

一般会計平成２８年度末現在高見込 
４７９億３，０３４万円 

を市民１人当たりにした金額です 
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　◎市の借入額（市債）の推移

(単位:千円)

　※　平成２９年度末については、見込額です。

資料編

※.臨時財政対策債･･･国が地方自治体に対して交付する地方交付税の財源に不足が生じる場合、その穴埋め
　　　　　　　　　　として地方自治体が発行する地方債で、後年度の償還(返済)に要する経費は地方交付
　　　　　　　　　　税で措置される仕組みとなっています。

会計区分 平成16年度末 平成17年度末 平成18年度末 平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末

一 般 会 計 52,495,270 51,454,607 51,793,469 49,179,569 46,798,522 45,204,302 44,514,960 43,137,601 42,877,287

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 一 般 会 計

45,081,687 42,495,595 41,560,964 37,916,606 34,765,104 31,765,636 29,156,335 26,678,891 25,522,314

介 護 保 険 特 別 会 計 0 0 0 0 0 0 0 57,384 38,256

下 水 道 事 業 特 別 会 計 23,805,933 23,134,673 23,317,776 23,233,291 23,124,332 23,048,684 22,778,281 22,370,078 21,904,739

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 2,815,921 2,749,080 2,780,487 2,831,286 2,789,011 2,713,954 2,645,935 2,580,294 2,511,096

合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 263,419 307,683 358,785 430,523 520,182 551,610 591,294 674,586 754,148

宅 地 分 譲 事 業 特 別 会 計 32,000 0 0 0 0 0 0 0 0

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 8,822,741 8,794,382 8,533,170 8,034,748 7,509,873 7,123,021 6,655,741 6,164,267 5,730,153

診 療 所 特 別 会 計 221,232 222,538 313,367 307,865 301,274 291,816 282,200 262,258 242,315

工 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計 8,213,313 8,944,459 9,657,597 9,455,815 9,282,814 8,794,258 8,501,888 8,163,667 7,793,605

病 院 事 業 会 計 15,431,032 14,555,561 13,585,592 13,572,485 13,958,390 13,565,918 13,096,024 13,200,017 12,828,157

合 計 112,100,861 110,162,983 110,340,243 107,045,582 104,284,398 101,293,563 99,066,323 96,610,152 94,679,756

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 合 計 104,687,278 101,203,971 100,107,738 95,782,619 92,250,980 87,854,897 83,707,698 80,151,442 77,324,783

会計区分 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末
H29-H16

増減

一 般 会 計 43,449,163 44,325,393 47,039,782 47,930,340 49,717,522 △ 2,777,748

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 一 般 会 計

25,378,458 25,710,588 27,998,545 28,837,642 30,600,234 △ 14,481,453

介 護 保 険 特 別 会 計 19,128 0 0 0 0 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 21,345,330 20,900,572 20,501,090 20,045,736 19,689,502 △ 4,116,431

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 2,380,556 2,276,251 2,196,732 2,108,581 2,015,887 △ 800,034

合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 852,570 918,787 956,545 994,434 1,059,302 795,883

宅 地 分 譲 事 業 特 別 会 計 0 0 0 0 0 △ 32,000

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 5,527,032 5,637,326 5,576,804 5,697,935 0 △ 8,822,741

診 療 所 特 別 会 計 222,379 202,468 182,662 179,366 319,902 98,670

工 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計 239,600 1,137,500 1,930,500 148,293 111,219 111,219

水 道 事 業 会 計 7,388,074 7,005,885 6,615,207 6,216,318 11,147,505 2,934,192

病 院 事 業 会 計 12,195,034 11,782,279 11,209,764 10,849,947 10,487,363 △ 4,943,669

合 計 93,618,866 94,186,461 96,209,086 94,854,549 95,204,695 △ 16,896,166

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 合 計

75,548,161 75,571,656 77,167,849 75,761,851 76,087,041 △ 28,600,237

市の借金残高は、平成１７年度合併時に全会計で１,１２１億円でした。平成２９年度は、栗駒山麓ジオパーク
ビジターセンター整備事業のほか、子育て応援医療費助成事業や任意予防接種費用助成事業、預かり保育事業など、
市民の福祉向上に向けたソフト事業の財源として借入れを行いますが、合併１３年間（平成２９年度末）では合併
当初時と比べ約１７６億円の減少となる見込みです。
ただし、この中には「臨時財政対策債（※）」による増加分が約１１７億円含まれており、これを除くと実質的

な借入れの減少額は約２９３億円となる見込みです。
今後も、新たな借入れは「過疎対策事業債」や「合併特例債」など、償還(返済)の一定割合が普通交付税に算入

される有利なものを選択しながら事業を実施してまいります。
また、平成２９年度より簡易水道事業特別会計が水道事業会計へ統合したため、借金残高約５７億円（平成２８

年度末）は水道事業会計へ引き継がれます。
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6.4億円 6.4億円 6.4億円 6.4億円

5.3億円

Ｈ25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

5億円減

10.0億円減

2.6億円減

90%
6.7億円減

70%

15億円減 14.0億円減

20.0億円減

18.0億円減

25億円減

「保健衛生費・社会福祉費・
高齢者福祉費・その他教育
費・徴税費」にかかる見直し

50%
4.3億円

3.4億円

2.1億円
5.3億円 5.3億円 5.3億円 5.3億円 「消防・清掃費にかかる経

費」の見直し

30%

「総合支所にかかる経費」
の見直し

18.3億円 18.3億円 18.3億円

1.7億円
35億円減

12.5億円

18.3億円 18.3億円 18.3億円

10%
○見直しによる増の合計

45億円減
6.2億円 14.2億円 23.8億円 27.9億円 30億円

現在交付額 

◎普通交付税の今後の見通し 

合併特例期間 
（H17～H27） 

H28から段階的に減額 
（H28～H32） 

約２０億円減額 
（H33以降） 

◎普通交付税の今後の見通しイメージ図 

◎交付税の見直しによる算入額見込み《参考》 

約５０億円の減額から 
約２０億円の減額へ

圧縮 

 
 

 
 

 

合併時の 
減額見込み 

見直し後の 
減額見込み 

（180億円）  

（130億円）  

今後の交付税見込み
約１６０億円

 
  

       
 

30 

      
 

20 

50  

○総合支所にかかる見直し

　見直し期間

　見込額（A）

H26

H27

H28

H26～H28

約18億3,000万円

約6億2,000万円

約12億5,000万円

約18億3,000万円

○消防・清掃費にかかる見直し

　見直し期間

　見込額（B）

H27

H28

H29

約3億4,000万円

約5億3,000万円

H27～H29

約5億3,000万円

約1億7,000万円

　見直し期間

　見込額（C）

H28

H29

H30

○保健衛生費・社会福祉費・高齢者福祉費・
その他教育費・徴税費にかかる見直し

H28～H30

約6億4,000万円

約2億1,000万円

約4億3,000万円

約6億4,000万円

○H30年度以降の算入額

見込額
（A+B+C）

約18億3,000万円 約5億3,000万円 約6億4,000万円 約30億円

総合支所にかかる見直し 消防・清掃費にかかる見直し
保健衛生費・社会福祉費・
高齢者福祉費・その他教育
費・徴税費にかかる見直し

H30年度以降の見直し
（合計）

国から交付される普通交付税は市にとって重要な財源となっています。
この普通交付税の推移を合併時は、町村合併の特例措置により平成２８年度から平成３２年度までの５年間

で段階的に縮減され、特例措置終了後の平成３３年度からは現在の交付税額から約５０億円減額されると見込
んでいました。

しかし、その後、普通交付税の算定方法が一部改正され、「総合支所にかかる経費」、「消防・清掃費にか
かる経費」、「保健衛生費・社会福祉費・高齢者福祉費・その他教育費・徴税費にかかる経費」の一部が普通
交付税の交付額に段階的に算入されて交付されることとなりました。「総合支所にかかる経費」では、平成２
６年度から平成２８年度までの３年間で段階的に算入され、平成２８年度以降では約１８億３，０００万円の
算入を見込んでいます。また、「消防・清掃費にかかる経費」では、平成２７年度から平成２９年度までの３
年間で段階的に算入され、平成２９年度以降では約５億３，０００万円の算入を見込んでいます。

さらに「保健衛生費・社会福祉費・高齢者福祉費・その他教育費・徴税費にかかる経費」では、平成２８年
度から平成３０年度までの３年間で段階的に算入され、平成３０年度以降では約６億４，０００万円の算入を
見込んでいます。

このことにより、算定方法の見直しによる加算額は約３０億円となり、合併時に見込んでいた平成３３年度
以降の普通交付税の減額は、約２０億円になると見込んでいます。

また、平成２９年度以降にも算定方法の見直しが検討されており、普通交付税の減額については今後も変動
していくと考えられます。

合
併
時
減
額
見
込
額
　
　
約
　
億
円
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◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

議会事務局 22-1170 水道課 42-1130 市民サービス課 22-1111

下水道課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局

人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所

財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121

管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126

税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画課 22-1125 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137

　定住戦略室 22-1125 文字診療所 － 栗駒・鶯沢教育センター 45-2225

  くりはら田園鉄道公園 24-7961 ※文字診療所は休診中です。

市政情報課 22-1126 教育部 高清水総合支所

市民協働課 22-1164 教育総務課 42-3511 市民サービス課 58-2111

学校教育課 42-3512 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

市民生活部 社会教育課 42-3514

市民課 22-3211 文化財保護課 42-3515 一迫総合支所

環境課 22-3350 市民サービス課 52-2111

　クリーンセンター 52-3080 栗原文化会館 23-1234 一迫・花山保健推進室 52-2130

　くりはら斎苑 22-4121 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山教育センター 52-2115

　衛生センター 33-2301 図書館 21-1403

福祉事務所 22-1340 瀬峰総合支所

社会福祉課 22-1340 消防本部 市民サービス課 38-2111

　はげまし学園 22-1623 総務課 22-1191 瀬峰・高清水教育センター 38-2127

介護福祉課 22-1350 警防課 22-8510

子育て支援課 22-2360 予防課 22-1192 鶯沢総合支所

健康推進課 22-0370 栗原消防署 22-8511 市民サービス課 55-2111

放射能対策室 22-1172 　東分署 32-2621

　北分署 45-2109 金成総合支所

産業経済部 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

農林振興課 22-1135 　南出張所 59-2119 萩野出張所 44-2001

　６次産業推進室 22-1129

畜産園芸課 22-1136 会計課 22-1143 志波姫総合支所

農村整備課 22-1138 検査室 22-1160 市民サービス課 25-3111

田園観光課 22-1151

　ジオパーク推進室 21-0020 選挙管理委員会事務局 22-1122 花山総合支所

　細倉マインパーク 55-3215 市民サービス課 56-2111

産業戦略課 22-1220 監査委員事務局 42-1120

農業政策推進室 22-2178

農業委員会事務局 42-1239

建設部

建設課 22-1152

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。

平成29年4月1日現在
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（栗原市予算概要） 

（「平成２９年度ＪＡ栗っこあぐりスクール」から）
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平成 29年度

栗原市の花
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ヤマボウシ

発行 宮城県栗原市
〒９８７－２２９３

ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail

編集 栗原市総務部財政課
宮城県栗原市築館薬師一丁目７番１号

： ０２２８－２２－１１１５
： ０２２８－２２－０３１２
：  zaisei@kuriharacity.jp

この予算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。

「栗原市のお金の出所
で ど こ ろ

と使い道」

（栗原市予算概要）

財政係


